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Ⅶ そ の 他   ２ 人事に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

（１）教育研究の充実を図るため、戦略的な教員配置
を推進する。 

（２）教育研究の持続ある発展を図るため、優れた人
材を確保する方策を実施する。 

（３）教職員の資質向上を図るため、研修をより充実
させる。 

（４）教職員の活動意欲の向上を図るため、適正な人
事評価を行い、給与等の処遇に反映する。 

 
（参考）中期目標期間中の人件費総額の見込み  
28,293 百万円（退職手当は除く） 

（１）総人件費を抑制しつつ、教育研究及びその他の
業務を更に充実するため、戦略的な人員配置を推
進する。 

（２）女性、若手、外国人の研究者の雇用促進に努め
るとともに、男女共同参画に向けた取組を順次実
行する。また、年俸制を活用した雇用を促進する。 

（３）学内の研修プログラムの充実を図りつつ、計画
的に研修を実施する。また、連携教員派遣制度を
積極的に活用し、中堅・若手教員の研究力向上及
び国際化を推進する。 

（４）教職員の活動意欲の向上を図るため、人事評価
の改善を図りつつ適正に実施し、給与等の処遇に
反映する。 

 
（参考１）令和２年度の常勤職員数３９５人 

また、任期付き職員数の見込みを４９人と
する。 

（参考２）令和２年度の人件費総額見込み 
４，６３１百万円 

（１）役員により構成される人事委員会において、予
算配分、面積配分を踏まえた戦略的な人事計画を
実施した。 

（２）引き続き、男女共同参画推進のための取組とし
て、KIT 男女共同参画推進センターを中心に以下
の取組を行った。 
○教育研究活動を支援するために必要なサポー

トが行えるよう、前後期にそれぞれ 14 名、15
名の教員に研究支援員（延 37 名）を配置した。 

○子育て世代の若手研究者を支援すべく、京都テ
ルサ保育園の共同利用やベビーシッター育児
支援事業を実施した。 

○センターの HP で、随時情報発信を行った。 
（３）階層別研修、各担当業務における知識習得のた

めの研修、英語研修、コンプライアンスに係る研
修等を実施した。新型コロナウイルス感染症の影
響により、教員海外派遣は実施できなかった。 

（４）月給制教員及び年俸制教員については、評価実
施要領に基づき、大学評価基礎データベースの登
録情報を中心とした透明性の高い評価を実施し、
適切に成績率及び昇給区分に反映した。 

また、職員についても、評価実施要領に基づき、
勤勉手当に係る評価と昇給に係る評価を一元化
した評価を実施し、適正に成績率及び昇給区分に
反映した。 

 
（実績１）令和２年度の常勤職員数   422 人 

また、任期付き職員数      35 人 
 
（実績２）令和２年度の人件費総額  

4,476 百万円（退職手当は除く） 

 

  


